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はじめに 

   原告らは，訴状ならびに準備書面(２５)(２７)(３２)(３９)(４４)(６２)(７

０)(９４)において，繰り返し，伊方原発における避難計画の不備を主張した。 

   被告は，令和４年６月２日付被告準備書面(２４)において，上記原告ら準備

書面(９４)に反論しているので，原告らは，本準備書面において，上記被告

準備書面(２４)に再反論しておく。 

第１ 「蓋然性はない」とは？ 

１ 被告の主張 

被告は，「被告が，本件３号炉について，自然的立地条件を十分に考慮した上

で，深層防護の考え方に基づく第１層から第４層までの多層的な安全確保対

策を講じていることを踏まえると，放射性物質を環境中に大量に放出する事

態の発生する蓋然性はない。」と主張し，深層防護の第５層である避難計画の

不備だけでは運転差止は認められないと主張している。 

２ 「蓋然性」とは？ 

広辞苑によると，「蓋然性」とは，「①ある事が実際に起こるか否かの確実さ

の度合い。②確率」とされており，被告主張の「蓋然性はない」は一般的な

用語ではない。「確率」さえ否定するものであれば，「可能性はない」という

主張と同義かとも疑われる。 

３ 求釈明に対する回答 

そこで，「『蓋然性はない』とは『可能性はない』と同義であるか。仮に異な

る場合には，その意味内容を具体的に明らかにされたい」と釈明を求めたと

ころ，被告は，「『蓋然性はない』ということは，抽象的なレベルで存在する

可能性まで否定するものではないし，ゼロパーセントという意味での『可能

性はない』ということを意味するものではない。」「『放射性物質を環境中に

大量に放出する事態の発生する蓋然性はない。』というのは，『本件原発の有

する危険性は社会通念上無視しうる程度にまで管理され客観的に見て安全性

に欠けるところがない』ということであり，原告らの生命・身体が侵害され

る具体的危険の存在を根拠づける程度の具体的事実が認められないことを意

味する。」と回答した。 

この回答は，かつての「安全神話」と一体どこがどのように違うのだろうか。 

４ 「安全神話」 
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辞書によれば，「安全神話」とは，「確実な証拠や裏付けがないにもかかわら

ず，絶対に安全だと信じられている事柄」とされている。福島県双葉町の当

時小学６年生だった大沼勇治氏は，原発を推進する標語に応募し，同氏の「原

子力明るい未来のエネルギー」が採用され，表彰されて，商店街の入り口の

看板となったが，「安全神話」の誤りが，福島原発事故によって白日のものと

なり，同事故後上記看板は撤去されてしまった(甲８０１）。 

また，国会事故調(甲１０)は，その「はじめに」において，「日本でも，大小

さまざまな原子力発電所の事故があった。多くの場合，対応は不透明であり

組織的な隠ぺいも行われた。日本政府は，電力会社１０社の頂点にある東京

電力とともに，原子力は安全であり，日本では事故など起こらないとして原

子力を推進してきた。」と記述し，「安全神話」に依拠した原発の推進が行わ

れてきた事実を明記している。 

５ 「絶対安全」はない 

そもそも「確実な証拠や裏付」があったとしても，「絶対安全」はあり得ない。

現に，１９５７年に発表されたアメリカのブルックヘブン研究所の原発事故

災害の試算結果（ＷＡＳＨ－７４０）によると，最悪の場合には，急性死者

３４００人，急性障害者４万３０００人，要観察者３８０万人，永久立退き

面積２０００平方キロ，農業制限等面積３９万平方キロメートルといったも

のであり(瀬尾健著「原発事故…その時，あなたは！」甲２７・１５６頁)，

これを受けて，１９５７年９月，原子力事故の際の事業者の責任の上限を約

１０２億ドルの有限責任としたプライス・アンダーソン法が制定された(甲８

０２)。そして，東海原発(１６.６万キロワット。１９９８年３月運転終了)

を導入していた我が国でも，当時の科学技術庁の委託を受け，日本原子力産

業会議が，１９６０年に｢大型原子炉の事故の理論的可能性及び公衆損害に関

する試算｣と題する２４４ページの報告書(甲２８)を作成し，これを受けて，

１９６１年６月１７日，上記アメリカのプライス・アンダーソン法に倣って

原子力損害賠償法が制定されているのである。 

「絶対安全」であれば，事故に備えて原子力損害賠償法を制定する必要はな

い。 

６ 国の主張 

   かつて当松山地裁で争われた伊方１号炉訴訟において，国は，ラスムッセン
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報告を用いて，次のように主張した(甲２１６・１７７～１７８頁)。 

(国の主張) 

「このラスムッセン報告は，原子炉の安全性を確率論的手法によって示

した本格的研究としては唯一のものであり，現在極めて高い評価と権威

が与えられている。この報告によると，一個人が一年間に原子炉事故に

遭遇して死亡するリスクは，原子炉１００基をひとまとめとしても５０

億分の１であり，同一の想定につき自動車事故が４０００分の１，火災

が２万５０００分の１のリスクを有するのに比して，はるかに小さい。

これを炉心溶融事故を想定して別の形で表現すれば，原子炉１００基を

ひとまとめとして考えても，一度に１０人以上の死亡を伴う事故発生の

確率は３万年に１回であり，１０００人以上の死亡を含む事故の発生に

ついては，１００万年に１回である。この値は，一個の隕石がアメリカ

合衆国の人口集中部に落下して一度に１０００人を死亡させる確率と一

致している。」 

「ところで，右に述べた原子炉の安全性を確率論的手法によって示す方

法には誤解を招きやすい点がある。それは，右にいう確率をもって，想

定された事故が必ず発生する時間的頻度を示すものとして誤って受け取

られる恐れがなくはないことである。しかし，右にいう確率は，『宝くじ

が当たる確率』等という場合の確率とは意味が全く異なる。例えば，想

定された事故の発生する確率が１００万年に１回であるという意味は，

当たりくじが１００万本に１本あるというのとは全く異なり，当該事故

の発生するリスク，すなわち，あくまでも顕在的でない，潜在的な危険

性の程度を数値をもって示したものに過ぎない。換言すれば，その数値

は，原子炉の有するリスクの程度を説明する一つの手段，いわば「方便」

といってよいものである。したがって，１００万年に１回起こり得ると

されている『事故』といっても，これは純粋に頭の中だけで，すなわち

観念的に想定されたものであって，右程度の発生確率を有するに過ぎな

い『事故』というものは，現実には起こり得ないといって何ら差し支え

ないのである。」 

７ 「蓋然性はない」という被告の主張 

上述したように，被告は，ゼロパーセントではないが，抽象的な可能性に過
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ぎず，具体的危険はないと主張するのであるが，その被告の主張は，上記国

の主張と，一体どこが違うのであろうか。国のいう「潜在的な危険性」と，

被告のいう「抽象的な」危険性は大同小異ではないか。 

被告は，「詳細な地質等に係る調査，最新の知見等を踏まえた上で，様々な不

確かさを考慮して，適切に基準地震動 Ss(最大加速度は６５０ガル)を策定し

ており，これを超えるような地震動により本件発電所の安全性が損なわれる

ようなことは，まず考えられない。」とも主張している(平成２７年１１月９

日付「被告の主張について(第６～第７)」１７～１８頁)が，「まず考えられ

ない」では足りないのではないか。伊方最判平成４年１０月２９日のいう「災

害が万が一にも起こらないようにする」レベルに到達していないのではない

か。 

かつて，「安全神話」を振りまき，安全対策を怠った結果，福島原発事故を招

いたが，被告は，福島原発事故に学ぶことなく，未だに安全対策を軽視して

いる。被告のこの態度は，地震，火山，津波，地滑り・深層崩壊，液状化，

使用済み核燃料，劣化，プルサーマル，航空機，過酷事故の各危険の全てに

通底するものであるが，本書面では，避難計画軽視の被告の主張について，

次に論じる。 

第２ 避難計画の不備による差止 

１ 被告の主張 

上述したように，被告は，「放射性物質を環境中に大量に放出する事態の発生

する蓋然性はない。」と主張し，深層防護の第５層である避難計画の不備だけ

では運転差止は認められないと主張している。 

２ ＩＡＥＡの深層(多重)防護 

ＩＡＥＡが１９９６年に定めた深層(多重)防護の国際標準（ＩＮＳＡＧ－１

０）の内容は，次の表のとおりである。福島原発事故以前の我が国の深層(多

重)防護は，第３層までの設計事故を超える過酷事故は起きないとの前提で，防護

レベル第３層までにとどまっていたが，福島原発事故を契機に，第１層ないし第５層

の各防護策が単独で有効でなければならず，これが不十分な場合には原発の安

全性が欠如すると認識されるに至った（甲１５７・佐藤意見書，甲２２９）。 

防護レベル 目的 目的達成に不可欠な手段 

第１層 異常運転や故障の防止 安全重視設計と質の高い建設・運転 
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第２層 異常運転の制御及び故障

の検知 

設備の監視，制御，保護のシステム 

第３層 設計上想定される事故制御 工学的安全設備と事故対応手順 

第４層 過酷事故の拡大防止及び

影響緩和 

原発施設内の補完的手段と事故管理 

第５層 放射性物質の放出の影響

緩和 

原発施設外の緊急時対応 

３  原子力基本法等 

福島原発事故を経て改正された原子力基本法２条２項が，安全確保について

は「確立された国際的な基準を踏まえ」るべきことを定め，原子力規制委員

会設置法１条も「確立された国際的な基準を踏まえ」ることを原子力規制委

員会の職務として定めた。そして，ＩＡＥＡの安全基準が定める「深層防護」

の思想が，確立した国際的な基準であり，原子力災害対策特別措置法４条の

２は，国の責務として，「深層防護の徹底」を明記している。 

４ 深層防護第５層に関する国際的基準 

（１）ＩＡＥＡ（国際原子力機関）の避難計画規制(甲７２４，７２５) 

ＩＡＥＡは，事業者に対して，原発建設前に，避難計画策定にあたって

克服できない障害がない立地であることを確認しなければならないとし，

その上で実効性のある避難計画の策定を求め，更にその避難計画の実効性

について安全評価をした結果を提出して，規制機関の許認可の審査を受け

ることを求めている。 

（２）米国のＮＲＣ（原子力規制委員会）(甲７２７) 

米国のＮＲＣでも，ＩＡＥＡ安全基準のとおり，避難計画の実行性，適

切性が確保されていることが運転許可条件とされている。 

（３）英国(甲７２８) 

英国でも，立地段階から，事業者に対して，避難計画の実施可能性を確

保することを要求している。 

（４）小括 

以上のとおり，原子力基本法等の定める「確立された国際的な基準」が，

事業者に対し，避難計画の実施可能性・実効性確保のための措置を，立地

段階において原発建設前から確保しなければならないものとしているこ

とは明らかである。 
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５ 新規制基準と深層防護 

福島原発事故前，原子力安全委員会が，深層防護の第３層までしか規制の対

象としていなかったのは，安全神話がまかり通り，日本の原発は過酷事故を

起こさないとされていたために，過酷事故が起こることを前提とする第４層，

第５層を規制の対象とする必要はないとされていたからである。ところが，

福島原発事故が起き，安全神話が福島原発事故を招いたという深刻な反省に

基づき，改めて深層防護を徹底すべきことが認識され，上述のとおり，改正

原子力基本法にも，原子力規制委員会設置法にも「確立された国際的な基準」

を踏まえるべきことが明記され，原子力災害対策特別措置法には国の責務と

して「深層防護の徹底」が明記されたのである。ところが，その後策定され

た新規制基準は，第４層(過酷事故対策)を規制の対象としたものの，第５層

(避難計画)を規制の対象としなかった。 

上述した福島原発事故後の立法経緯を踏まえると，新規制基準は，本来，

第５層(避難計画)を規制対象とすべきであるにもかかわらず，第５層(避難計

画)を規制の対象としなかった点においてこれらの法律に違反している。仮に

然らずとするも，伊方３号炉が新規制基準に適合していると判断されたとし

ても，審査の対象とされていない避難計画の実施可能性・実効性が認められ

ない場合には，原告らの人格権侵害の具体的危険性が認められるべきである。 

６ 原子力災害対策特別措置法等 

   原子力災害対策特別措置法１条は，「原子力災害から国民の生命，身体及び財

産を保護することを目的とする」と規定しているが，同２条において，「原子

力緊急事態」を「原子力事業者の原子炉の運転等により放射性物質又は放射

線が異常な水準で当該原子直事業者の原子力事業所外へ放出された事態をい

う」と定義した上，「原子力災害」を「原子力緊急事態により国民の生命，身

体または財産に生ずる被害をいう」と定義している。 

被告は，「放射性物質を環境中に大量に放出する事態の発生する蓋然性はな

い。」と主張しているのであるが，原子力災害対策特別措置法は，まさにその

ような事態を想定して，立法されているのである。被告は，無用の立法だと

いうのであろうか。 

また，原子力規制委員会設置法１条は，「原子力利用における事故の発生を常

に想定し」としている上，原子力規制委員会は，原子力災害対策特別措置法
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６条の２に基づき「原子力災害対策指針」(甲７４４)を定め，その目的とし

て「緊急事態における原子力施設周辺の住民等に対する放射線の影響を最小

限に抑える防護措置を確実なものとする」としているが，被告は，これも無

用の定めだというのであろうか。 

７ 被告の主張の誤り 

福島原発事故後も改まらない被告の認識とは異なり，福島事故を教訓に，我

が国の法制は，放射性物質が異常な水準で外部に放出される事故を想定し，

これに対処するための第５層の避難計画を義務付けているのである。本来，

これが原子炉設置変更許可の際に審査されるべきであるが，新規制基準がそ

のようなものとならなかったために第５層は審査されなかった。しかし，第

５層が不備のままでは住民の生命，身体，財産の保護を図ることは出来ず，

したがって運転が認められないことは，当然の事理であって，被告の主張の

誤りは明白である。 

第３ 人格権に基づく差止の要件 

１ 被告の主張 

被告は，大阪地判平成５年１２月２４日を引用して，「人格権に基づく差止請

求は，相手方が本来行使できる権利や自由を直接制約しようとするものであ

るから，これが認められるためには，一般に，①人格権侵害による被害の危

険が切迫しており，②その侵害により回復し難い重大な損害が生じることが

明らかであって，③その損害が相手方(侵害者)の被る不利益よりも遥かに大

きな場合で，④他に代替手段がなく，差止が唯一最終の手段であることを要

する」と主張し(以下「主張その１」という)，また，「原子力発電所の運転に

よる人格権侵害の具体的危険が認められるためには，ⓐ具体的な起因事象の

内容(地震，津波等の自然現象等)ならびに起因事象が発生することの切迫性

及び蓋然性，ⓑその起因事象により原子力発電所の重要な機能が喪失するこ

ととなる具体的な機序及び蓋然性，ⓒその機能喪失に対して講じている各種

安全対策が奏功しないこととなる具体的な機序及び蓋然性，ⓓこれによって

原子力発電所から放射性物質が環境中に大量に放出され，原告らの人格権が

侵害されることとなる具体的な機序及び蓋然性についての検討がなされ，こ

れらの全てが肯定されなければならない」と主張している(以下「主張その２」

という)。  



10 
 

２ 「主張その１」について 

（１）前書き部分 

被告が引用する大阪地判は，後述するように，一般論として，①～④

の要件を示しているが，「人格権に基づく差止請求は，相手方が本来行

使できる権利や自由を直接制約しようとするものであるから」とする

「主張その１」の前書き部分は，被告の創作であり，大阪地判の引用

としては適切ではない。むしろ，上記大阪地判は，「生命，身体，自由

等は，人が人として法の世界において人格が認められている以上，法

律上当然に保護されているものであり，むしろ，それらは権利の根源

であり，幹流であるから，生命，身体，自由等の総体を人格権として

法律上の権利性を付与するか否かにかかわらず，それが侵害されて被

害が生じているときはもとより，その被害が現実化していなくても侵

害の危険に晒されているときは，その侵害若しくは侵害の危険の原因

について責任のある者に対して，その侵害の排除，若しくは，予め侵

害の危険の原因の排除を求めることができるものと解するのが相当で

ある。」と判示して，人格権が「権利の根源であり，幹流である」こと

を認めているのであって，被告の引用は，不適切であるばかりか，誤

用であるといわなければならない。平成２６年５月２１日の福井地判

(甲１１８)は，「原子力発電所の稼働は法的には電気を生み出すための

一手段たる経済活動の自由(憲法２２条１項)に属するものであって，

憲法上は人格権の中核部分よりも劣位に置かれるべきものである」(４

０頁)と判示しているが，上記大阪地判は，これと同じ認識を示してい

るのである。 

（２）①～④の部分 

被告が引用する上記大阪地判は，関西電力高浜原発２号機について，

蒸気発生器伝熱管の破断による炉心溶融の危険を理由として，住民が，

人格権に基づき運転の差止を求めた事案に関し，一般論として，被告

主張の上記要件を述べたに過ぎず，実際には，蒸気発生器伝熱管の１

本が破断する危険性を否定することは出来ないが，複数の伝熱管が同

時に破断する危険性があるとまではいえず，伝熱管が１本破断したと

しても炉心の溶融が起こる具体的危険性があるとまではいえないとし
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たものであって，①～④の一般論は傍論に過ぎない。また，上記大阪

地判は，福島原発事故以前の判決であり，福島原発事故について責任

を問われている司法の一角をなす判決ではあるが，それでも，上記一

般論の前に，上述したように，「生命，身体，自由等は，人が人として

法の世界において人格が認められている以上，法律上当然に保護され

ているものであり，むしろ，それらは権利の根源であり，幹流である

から，生命，身体，自由等の総体を人格権として法律上の権利性を付

与するか否かに関わらず，それが侵害されて被害が生じているときは

もとより，その被害が現実化していなくても侵害の危険に晒されてい

るときは，その侵害もしくは侵害の危険の原因について責任のある者

に対して，その侵害の排除，もしくは，予め侵害の危険の原因の排除

を求めることが出来るものと解するのが相当である。」と述べており，

人格権ならびに人格権に基づく差止についての認識には，被告とは全

く異なるものがある。そして，この判決は，具体的な判断基準として

「したがって，その(原告らを含めた広範囲の者の生命，身体等に放射

線障害を与え，直接的ないし間接的に，人類が経験する内で最も過酷

で悲惨な類の被害の発生する：括弧内の記載は引用者が注記）危険性

の有無の判断は，原子炉について災害が起こるかどうかという関係に

おいて，当該原子力発電設備を安全に管理することが出来るかどうか

にあり，そうした安全管理に疑義があれば，被害の発生する危険性が

あるといって妨げないと解する。そして，そうした安全管理の観点か

らの安全性の判断は，原子力安全委員会が関連する多くの専門分野の

専門技術，知見及び学識経験等に基づき安全評価審査指針において具

体的な事故等の事象を想定した上安全評価をすべきものとしているこ

と，原子力発電設備が深層防護の思想に基づき設計されていることに

鑑みると，総合的観点から安全管理の点において安全評価上疑義がな

く，他にその疑義を窺わせる具体的な事情等が認められなければ，災

害防止上支障がないもの(原子炉等規制法２４条１項４号参照)として

安全性を肯定し，安全管理の点において安全評価上疑義があると認め

られるような場合には，その安全性を否定すべきものと考える。」と判

示しているのである。 
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被告が，上記大阪地判を引用して①～④を人格権に基づく差止の要件

とすることの誤りについて，原告らは，原告ら準備書面(５４)（６６）

において，重ねてその誤りを指摘しているにもかかわらず，被告は，

何の反省もなく，誤った主張を繰り返しているのである。 

３ 「主張その２」について 

東北地方太平洋沖地震が発生したのは２０１１年３月１１日であるが，同年

１月１日に地震調査研究推進本部地震調査委員会が取りまとめた「原発サイ

トごとの３０年以内に震度６強以上の地震が起きる確率」では，福島第一原

発での確率は「０．０％」とされていた(甲２１０)。被告の「主張その２」

によれば，ⓐの段階で既に「切迫性」の要件を書き，差止は認められないこ

ととなる。また，東北地方太平洋沖地震の発生を予知した地震学者は一人も

おらず，福島原発事故を予見した原子力専門家も一人もいない上，事故から

１１年以上経過しても，未だに福島原発事故の機序は明らかとなっていない

から，被告の「主張その２」によれば，現時点で時計の針を巻き戻しても，

福島第一原発の差止は認められないこととなる。 

結局のところ，被告の「主張その２」は，絶対に原発の運転差止は認めない

という被告の独自の主張というほかなく，このような独善的な主張をして，

恥ずかしくないのかと思わざるを得ない。 

第４ 避難計画の実効性 

１ 松山地決と高松高決 

被告は，実効性のある避難計画が策定されていると主張しているが，伊方３

号炉の仮処分事件において，松山地決(甲３８７)及び高松高決(甲３８８)が，

いずれも，避難計画の問題点を指摘している(甲３８７・３３５～３５４頁。

甲３８８・３６１～３８２頁)ことを，一体どのように受け止めているのであ

ろうか。特に，高松高決は，「現在の本件避難計画は不十分な点が少なからず

存在するといわざるを得ない」とした上で，「事案の性質に鑑み付言するに，

前記のとおり，現状の避難対策には，対策が不十分で，改善が必要な部分が

見られるのであるから，本件仮処分の結論とは別に，市町村，都道府県及び

国において，適宜相手方と協議するなどして，早急に周辺住民の避難対策に

万全を期すべきことはいうまでもなく，この点の対策は，火山における破局

的噴火や巨大噴火のように，社会通念を理由に，先送りすることは到底許さ
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れるものではない。」(３８１頁)と判示しているのである。 

２ 複合災害の想定 

福島原発事故が東北地方太平洋沖地震に伴う事故であったことから自明であ

る上，原子力災害対策特別措置法４条の２において，国の責務として大規模

な自然災害を想定することが義務付けられていることから，自然災害に伴う

原発事故(複合災害)を想定して避難計画を立案しなければならないが，伊方

原発の避難計画は，複合災害を想定しておらず，本質的，致命的欠陥がある

といわなければならない。愛媛県地震被害想定調査報告書(甲８９)は，南海

トラフ巨大地震でマグニチュード９．０の，中央構造線石鎚山脈北縁西部―

伊予灘でマグニチュード８．０の地震を想定し(４５頁)，両地震で，伊方町

が震度７となることを想定しており(７２頁)，愛媛県地震被害想定調査最終

報告(甲７９８)では，地震による建物被害，ブロック塀等の転倒，屋外落下

物の発生，建物倒壊による人的被害，土砂災害による人的被害，津波による

人的被害，火災による人的被害，ブロック塀等の転倒による人的被害，屋内

収容物移動等による人的被害，揺れによる建物被害に伴う要救助者数，津波

被害に伴う要救助者数・要捜索者数，上水道被害，下水道被害，電力被害，

通信被害，ガス被害，道路被害，港湾被害，避難者数，医療機能低下，津波

堆積物，エレベータ内閉じ込め，避難所に避難する災害時要援護者(６５歳以

上の単身高齢者，５歳未満の乳幼児，障害者(身体・知的・精神)，要介護認

定者，難病患者，妊産婦，外国人)等を詳細に予測しているが，愛媛県広域避

難計画(甲７３０)では，「複合災害時において自然災害による人命への直接的

なリスクが極めて高い場合等には，自然災害に対する避難行動をとり，自然

災害に対する安全が確保された後に，原子力災害に対する避難行動をとるも

のとする。」(１５頁)とするだけで，上記愛媛県地震被害想定調査報告(甲８

９，甲７９８)を全く考慮していない。このような避難計画は正に画餅に過ぎ

ない。これは，ＵＰＺ内の市町の避難計画にもそのまま当てはまる本質的，

致命的欠陥である。 

３ 災害医療コーディネータの苦悩 

２０１２年から愛媛県災害医療コーディネータを務めていた市立八幡浜総 

合病院救急・災害対策室の越智元郎医師は，次のように，原子力災害時の避

難が極めて困難であることを明らかにしている。実効性のある避難計画が策
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定されているとする被告の主張が，実態を無視したものであることは明白で

ある。 

（１）愛媛県災害医療コーディネータとして 

「愛媛県災害医療コーディネータとして―１０年間の活動を振り返っ

て」(甲８０３)によると，次のとおりである。 

① 八幡浜・大洲圏域には様々な災害医療の課題があるが，最も大きな

２つは，大津波を伴う南海トラフ巨大地震と四国電力伊方原発過酷

事故への備えであること(１頁) 

② 市立八幡浜総合病院の１階床面の標高は５．９ｍで，南海トラフ巨

大地震では９ｍの大津波に襲われると想定されており，地震７０分

後には同病院を除く市内の大半が浸水し，８０分後の最大津波では，

同病院が３ｍ以上浸水する可能性があり，大津波が来るまでに，地

震によって負傷者１７８４人，死者２５６人が発生し，津波によっ

て負傷者３６人，死者７１６人が発生すると想定されていること(１

４頁) 

③ 最高津波高は大潮の満潮時が想定されているとか，干潮時には同病

院には津波が到達しないとかみる人がいるが，いずれも誤解である

こと。最高津波高は，小潮を含めた年間の平均満潮位が基準となる

ので，平均満潮位１１５ｃｍで９００ｃｍの津波高となるが，最高

満潮時の潮位は１３５ｃｍなので，その時の津波高は９２０ｃｍと

なること。その時，津波高は同病院１階床面から３５０ｃｍ，１階

天井を超え，２階床面まで５０ｃｍに迫ること。また，最低潮位の

時でも，１階床面から７０ｃｍの津波に襲われること(１６頁) 

（２）２０１８年愛媛県原子力災害時の入院患者避難訓練に関する検討 

「中止となった２０１８年愛媛県原子力災害時の入院患者避難訓練に

関する検討」(甲８０４)によると，次のとおりである。 

① ２０１８年８月４日に，南海トラフ巨大地震と原子力災害(地震後８

日目に空間線量率が２０μ㏜/ｈを超えると想定)の複合災害を想定

して，広域災害医療訓練が予定されていたが，中止となったこと(１

～３頁)(同年７月７日の豪雨災害により中止になったものと思われ

る(筆者注)) 
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② 市立八幡浜総合病院と近接２病院との合計３病院の運用病床数は合

計３９６床で，訓練日の患者数に代用する４週間前の入院患者総数

は３５３人であり，この内，座位で搬送できない担送患者が１１９

人を占めていた。また，人工呼吸中の患者は３人，酸素投与は２２

人，持続点滴は３７人，循環作動薬の持続点滴は３人で，重複を除

くと，これらの医療行為を要する患者は４９人で，重症患者は６人

を占めた(４頁) 

③ ２０１３年の調査と２０１４年の調査を総合すると，伊方原発３０

㎞圏内の入院患者において，担送患者４３０人を含む１１００人以

上の患者が病院避難団として避難することを希望すると考えられる

(４頁) 

④ 避難計画における第１の課題として，入院患者の搬送と搬送中の看

視・医療継続があるが，２０１２年の調査において，伊方原発３０

㎞圏内の許可病床数総数は１６施設に２３０１床，調査時点の入院

患者は１７９９人に上り，救護区分別には独歩が７２０人，護送が

５６５人，担送が５１４人を占め，このうち人工呼吸や循環作動薬

の持続静注を要する重症患者が６９人を占めていた(４～５頁) 

⑤ 独歩・護送患者１２７人は５３人乗り大型バス３台で搬送できるが，

問題は担送患者であり，訓練の経験から考えて大型バスに担送患者

１０人が限界であり，１０台以上が必要となる。県は７００台以上

のバスを確保しているというが，運転手は累積被ばく線量１ⅿ㏜の

範囲で活動するので，空間線量率２０μ㏜/ｈであれば，通算５０時

間の活動が可能であるが，空間線量率が更に高い場合には活動でき

る時間は短くなり，従ってさらに多くの運転手が必要となる(５頁) 

⑥ 重症患者の搬送には医療従事者による看視と治療継続が必須である

が，災害時の病院外での活動について訓練を受けた医療従事者とし

てＤＭＡＴが想定されるものの，ＤＭＡＴは管轄官庁である厚生労

働省として原子力災害時の活動は想定していないとされており，医

療従事者の確保の問題がある(５頁) 

⑦ 入院患者の搬送先が速やかに決定される必要があるが，愛媛県は介

護施設からの避難に関しては事前に転所先のマッチングをするよう
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指導しているが，病院避難に関しては，発災後の状況が分からない

からとの理由で，事前に受け入れ先を決めることを控えている。ま

た，受け入れ側医療施設として，それぞれの災害医療計画に原子力

災害時などの入院患者受け入れ計画について検討し記載した施設は

ない(５～６頁) 

⑧ ２０１８年８月に予定された大規模地震時医療活動訓練の訓練想定

をもとに，原子力災害時の入院患者避難の問題点について分析した

が，２０μ㏜/ｈという比較的低線量の状況でも，搬送手段，搬送中

の看視・医療継続，移転先確保等に関し不安視され，現時点の準備

状況には課題があると考えられた(６頁) 

第５ 避難計画の策定主体ではない被告に対する差止請求の可否 

被告は，「避難計画を策定する主体とはいえない被告に対し，避難計画の不備

を理由に本件３号炉の運転差止を求めること自体が認められない」と意味不

明の主張をしているが，避難計画の不備によって被害を被る住民の差止請求

が，避難計画の策定主体が誰かによって左右される理由はない。むしろ，避

難困難な立地をした責任者は被告であり，特殊な危険性を有する伊方３号炉

を運転しているのは被告であって，その運転に伴う事故により放射線被害を

受けるのであるから，被告に対する差止請求が認められない理由はない。 

第６ 札幌地判令和４年５月３１日(甲８００) 

水戸地判令和４年３月１８日に対する被告の論難は，被告独自の主張による

ものであり，反論の必要を認めない。 

２０２２(令和４)年５月３１日，札幌地裁は，泊原発について，運転差止の

判決を下したが，同判決でも，「原告らは，本件各原子炉の運転による原告ら

の人格権侵害の恐れを基礎づける事実として，…，主として，①敷地内地盤

の安全性，②地震に対する安全性，③津波に対する安全性，④火山事象に対

する安全性及び⑤防災計画の適否に関する事実を主張する。そして，これら

は，いずれも，原子力規制委員会が定める安全性の基準等に関連し(①ないし

④は設置許可基準規則，⑤は原子力防災対策指針に関連する。)，本件各原子

炉を運転するためには，その全てについて上記基準等に係る安全性の要請を

満たす必要があるものであって，いずれか１つの点においてでも安全性に欠

ける場合には，そのことのみをもっても，人格権侵害の恐れが認められるこ
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とになる。」(１８～１９頁)と判示して，上記水戸地判と同じく，避難計画の

不備だけで運転差止が認められることを明確にした。 

第７ 避難計画の不備についての被告の論難 

被告は，避難計画の不備についての原告の主張を論難しているが，いずれも

核心を外した論難に過ぎず，再反論を必要とする内容ではない。 

被告の主張は，結局のところ，「こうした防災対策の性質を踏まえれば，ある

時点において課題が存在するからといって，計画に不備があるとか，実効性

に欠けるところがあるということにはならない。そして，愛媛県及伊方地域

における原子力災害対策重点区域の市町においては，毎年，防災訓練を実施

するとともに，その結果を検証して課題を抽出し，必要に応じて避難計画等

に反映するなど，不断の改善に取り組んでいるのであるから，その避難計画

は，十分な実効性が確保されているというべきである」(１１８頁)というの

であり，心からの怒りを禁じえない。 

以上 


